
民間設備投資は回復基調

平成16年の民間設備投資は、大企業だけでなく中小企業にも設備投資意欲が広がってきた。設備

投資目的も、「維持 ・補修」が大部分であるが、能力の増強や研究開発といった前向きな投資が増

えるなどの変化が見られるようになった。また、情報化投資に対する意欲は、引き続き積極的である。

公共投資は、R4政難や事業の見直しから減少傾向が続いた。

(設備投資意欲が中小企業にも広がる)

大阪府内企業の設備投資DI(「増加」企業割合一

「減少J企 業割合)の 確移をみると、平成15年は1年

を通して回復基調が続いていたが、16年に入り1～ 3

月期にはやや低下したものの、その後は回復基調に戻

り、 7～ 9月期にはプラスの値になった。(大阪府立

産業開発研究所調べ、図表エー2-12)。 これは、生

産回復による稼働率の上昇と利益水準の上昇によるも

のと考えられる。

企業規模別にDIをみると、大企業では15年10～12

月期以降、16年に入ってもプラスの値を保っている。

中小企業ではしばらく水面下で推移していたが、16年

7～ 9月期にようやくプラスとなった。設備投資意欲

の強さが中小企業にも波及する結果となった。

10～12月期になると、大企業、中小企業ともにDI

が低下し、設備投資意欲に一服感が見られるが、依然

としてDIはプラスの値を保っている。

(大企業の設備投資は増加が続く)

大企業の設備投資動向をさらに詳しく把握するため

に、大企業 (資本金 1億 円以上の民間企業、第 3セ ク

ターを合む)の 大阪府内への設備投資額 (工事ベース)

をみると、16年度は前年度比60%増 で、昨年度の90

%増 に比べるとやや低下しているが、 2年連続増加し

ている。なお、17年度は前年度比109%減 を見込んで

いる (図表Ⅱ-2-13、 日本政策投資銀行調べ、なお、

調査時期は16年11月で、16年の数値は修正計画値、17

年の数値は計画値である)。16年度の増加率は全国

(81%増 )よ り小さく、17年度の増加率も全国 (46

%減 )よ り減少幅が大きい。

産業別にみると、製造業は123%増 で、15年度の前

年度比増加率を39ポイント上回った (図表正-2-14、

同)。これは、空調、建設機械等の増産に伴う一般機

械、需要好調な鉄鋼、デジタル家電工場の新設、電池

や電子部品関連投資のある電気機械の増加によるもの

である。
一方、非製造業も46%増 で、15年度の前年度比増

加率を3ポ イント上回った。これは、都心部における

再開発事業かピーク越えとなる不動産やテーマパーク

投資が一服するサービス業で減少したものの、鉄道新

線建設、空港関連工事がピークを迎える運輸、発電所

建設などのある電力が大幅に増加したことによるもの

である。
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図裳エー2-12 設 備投資Dlの 推移 く大阪府内企業)
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資料 :大阪府立産業開発研究所 「大阪府景気観測調査」。

(と)設 備投資DI=「 増加」企業割合―「減少」企業割合 (前年度実績と比較した今年度の設備投資計画)。



図表エー2-13 大 企業の設備投資額の推移 く前年度比)
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資料 :日本政策投資銀行関西支店 「2004・2008年度関西地区並びに関西本社企業の設備投資動向J。(16年11月調査)

(注)1 大 企業は、資本金1値円以上の民間企業 (第3セ クターを合む)。
2 工 事ベース。
3 平 成16年度は修正討画、平成17年度は計画。

図表Ⅱ-2-14 大 企業の産業別設備投資額の推移 (大阪府、前年度比)
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資料 i日本政策投資銀行関西支店 「2004・2003年度関西地区並びに関西本社企業の設備投資動向J。(16年11月調査)

(注)1 大 企業は、資本全1億円以上の民間企業 (第3セ クターを含む)。
2 工 事ベース。
3 平 成16年度は修正計画、平成17年度は計画。

(中小企業でも設備投資は増加)

中小企業の設備投資動向をさらに詳しく把握するた

めに、近畿地区のⅢ小企業 (資本金 1千万円以上1億

円未満)の 設備投資額をみると、16年度 (計画)は 、

前年度比176%増 となった (近畿財務局調べ、図表Ⅱ―

2-15、 16年度設備投資額は土地 ・ソフトウェア投資

を除くもので、15年度までの数値と連続性がない)14

年度以降 3年連続 2けたの伸びを示しており、中小企

業の設備投資は回復基調が続いている。

30

産業別に前年度比でみると、製造業は289%の 増加で

ある。15年度に製造業で981%と 大幅に増加したため、

その反動で仲び率は鈍化したが、14年度以前と比較す

れば、16年度も大幅増と判断できる。非製造業では、

97%の 増加となり、15年度と比べて設備投資は回復

傾向にある。

(投資目的は維持 ・補修が中心)

府内企業の16年度設備投資の主な目的をみると、

「維持 ・補修Jが 525%と 最も高い割合を示し、「合理



図表エー2-15 中 小企業の設備投資額の推移 (近畿地区、前年度比)
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資料 i財務省近幾財務局 「法人企業景気予測調査」平成16年11月調査。
(と)1 中 小企業は、資本金 1千万円以上 1億円未満の企業。

2 平 成15年度以前は 「財務省景気予測調査 (近畿地区の調査結果)」である。
平成16年度は土地 ・ソフトウェアを除く新設投資額である。

3 平 成15年度は実績見込み、16年度は計画。

図表エー2-16 設 備投資の主な目的 (大阪府内企業)

企業規模別 (16年度)
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資料 :大阪府立産業開発研究所 「大阪府景気観測調査
(注)3つ までの複数回答。

(平成15年10～12月期)」。
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図表正-2-17 情 報化投資計画 (大阪府内企業)

,5年7-9月 期   16年 7-0月 期

資料 !大阪府立産業開発研究所 「大阪府景気観測調査J。

(注)前 年度実績と比較した今年度の情報化投資計画。

化 ・省力化」が345%で 続いた (大阪府立産業開発研

究所調べ、図表正-2-16)。

15年度と比較すると、「維持 ・補修J力 前`年度に比

べて45ボ イント減少、「能力増強」が33ポ イント増

加、「研究開発Jが 09ポ イント増力‖である。昨年に続

き、「維持 ・補修」目的の設備投資が大部分であるが、

「能力増強Jや 「研究開発Jと いった前向きな設備投

資にも積極性がうかがえるようになった。

企業規模別に比較すると、大企業では、「維持 ・補

修Jの 減少幅が最も大きく、他の目的はほぼ変化して

いない。中小企業では、「能力増強」の増加幅が最も

大きく、「維持 ・補修Jの 減少幅が最も小さい。中小

企業のほうが大企業に比べて前向きな設備投資に積極

的である。

(情報化投資意欲が続いている)

情報化投資 (コンピュータ等の′ヽ―ド、ソフトの購

入、リース等も合む)の 16年度計画の15年度実績との

比較では、「横ばいJの 企業割合が前年同期に比べて

上昇し、「増加J、「減少J、「なし」の企業割合が低下

したことから、全体として情報化投資意欲は持ち直し

か続いているとみられる。(大阪府立産業開発研究所

調べ、図表エー2-17)。

また、設備投資計画との比較では、情報化投資の方

が 「増加J「横ばい」の企業割合が高く、「減少J「な

し」の企業割合は低くなっている。したがって、利益

水準の上昇や既存の情報関連機器の陳腐化により情報

化投資が優先されているといえる。

(非居住用建築物着工は卸売 ・小売業、医療 ・福祉の

寄与で増加)

大阪府内の建築投資の動きを非居住用建築物着工床

面積からみると、 16年は前年比154%増 と、全国

(109%増 )よ りも高い伸び率となった。

大阪府内の動きを四半期別にみると、16年7～ 9月

期に前年同期比で173%減 少したものの、他の期間で

は増加が続き、10～12月期では前年同期比で626%と

大幅に増加した (図表エー2-18)。 これは、前年同

期より卸売 ・小売業用、医療 ・福祉用の建築物着工が

大18に増加したことによるものである。

(公共投資の減少傾向が続く)

16年の大阪府内の公共工事請負金額 (契約時の受注

金額)は 5,151億円で、前年比57%の 減少となった。

四半期ごとにみると、16年前半は前年同期比で増加し

ているが、その反動で後半は減少となった。 7～ 9月

期については全国の減少幅を下回る水準となった。請

負金額は6年以降、11年を除き毎年減少しており、16

年はピーク時 (5年 、 1兆 6Ⅲ448億円)の 3分 の 1の

水準を下回った。これは、財政難と公共工事の見直し

によるものである (図表Il-2-19)。

大企業

15年7～9月期   16年 7-0月 期

中小企業

,5年7-0月 期   16年 7-0月 期

０
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2-18 非 居住用建築物着工床面積の推移 (前年同期比)

2-19 公 共工事請負金額の推移 (前年同期比)

/ 月

与

資料 モ国上交通省 「建築着工統計J。
(注)非 居住用建築物は、農林水産業用、鉱業、建設業用、製造業用、電気 ・ガス・熱供給 ・水道実用、情報通信業

月、運輸業用、卸売 ・小完業用、金融 ・保険業用、不動産業用、飲食店、宿泊業月、医療、福祉用、教育、学
習支援業用、その他のサービス業用、公務用、他に分類されないの合計 (平成15年4月 以降。15年4月 に用途
分類の改訂が行われた。)

平成15年3月 までは、農林水産業月、鉱工業凡、公益事業用、商業用、サービス業用、/4t務・文弦用、他に分
類されないの合計。
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輸入とも大幅に増加

輸出は、 3年連続、輸入も2年連続の増加となり、ともに過去最高須となった。輸出はアジア向

けの半導体等電子部品や、鉄鋼、プラスチックが大きく増加した。輸入は機械機器、鉄鋼のはか、

原油価格の高騰から原粗油が大幅な増加となった。

中国は輸出、輸入の双方で過去最高額を更新した。

司

目

m)輸 出は2年連続して増加

平成16年の近畿圏の輸出通関額 (円ベース)は 、12

兆6,882億円、前年比135%増 と、 3年 連続して増加

し、過去最高額となった。増加の背景として、中国を

中心としたアジアの景気拡大により、これら諸国への

機械機器、原材料など生産財の輸出が伸びたことが大

きい。

四半期ごとに前年同期比をみると、各期とも二けた

の増加となり、その伸び率は全国を上回った (図表エー

2-20)。

なお、全国の通関額は61兆1,820億円、前年比122

%増 で、近畿圏と同様に3年連続で増加し、過去最高

額となった。

(アジア、EU向 けが大幅に増加)

近畿圏の仕向地別前年比をみると、輸出額の約 6割

を占めるアジア向けが大きく増加し、このほかEU向

けも二けたの増加となった。また、アメリカ向けは6

年ぶりに、中東向けも2年ぶりに増加に転じ、主要性

向地全てで増加した。

アジア向けは3年連続の増加で、前年比153%増 と

なった (図表I-2-21)。 その内訳をみると、中国

向けは182%増 で6年連続の増加となり、過去最高額

を更新した。アジアNIEs向 けは170%増 、 ASEAN

向けは99%増 で、ともに3年連続で増加した。アジ

アNIEsで は、いずれの国も15%を 超える大幅な増加

となり、ASEANで は、シンガポール、インドネシア

が大きく伸びた。

輸出額のl■向国別割合をみると、15年はアメリカと

中国がともに173%で 第 1位であったが、16年は中国

が18%で アメリカの164%を 抜いて第一位となった。

対 ドル円相場をみると、15年 1～ 3月 期119円、16

年 1～ 3月期104円ののち、16年7～ 9月期にかけて

110日前後となったが、10～12月期は再び104円と円高・

ドル安に向かい、総じて15年に比べて円高 ・ドル安水

準で推移した (図表エー2-22)。 しかし、欧米、ア

ジアともに需要が旺盛であることから、輸出への影響

はみられなかった。

(電気機器や一般機構を中心に増加)

品目別に前年比をみると、繊維及び同製品が4年ぶ

りに増加に転じたほか、全ての品目で増加率か前年を

図表エー2-20 輸 出入通関類の推移 (前年同期比)

輸出(全国)

輸入く近強圏)

略 )

輸出(近懐圏)
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資料 !大阪税関調べ。

(と)1 円 ベース。
2 近 畿圏は、大阪、京都、兵庫、滋賀、
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図表エー2-21 地 域別輸出通関額 (近畿圏、前年比)
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資料 を大阪税関調べ。

(注)1 円 ベース。
2 シ ンガポールはASEAN、 アジアNIEs双方に合まれている。

図表H-2-22 円 相場 (対米 ドル)及 び原油価格の推移
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資料 1日本銀行 『金融経済統計月報』。

(注)1 円 相場は、東京市場インターバンク相場 (スポット・レー ト)。

2 原 油価格は、北海ブレン ト・スポット。 1バ レル=159リ ットル。

上回った (図表エー2-23)。

電気機器は、半導体等電子部品、音響 ・映像機器部

分品、電気回路用の機器がアジア向けで伸び、231%

増となった。これらは、中国等の日系工場向けの部品

類の輸出が多い。
一般機械も、原動機がアジア、EU向 けで増加した

ほか、建設用 ・鉱山用機械がアメリカ向けに増加した

ことなどから、136%の 増加となった。

輸送用機器は自転車及び同部分品や二輪自動車が

EU向 け、アジア向けで伸びたことから70%の 増加と

なった。

科学光学機器が大部分を占める精密機器類はアジア

向け、EU向 けが大幅に1申びて271%増 となった。

化学製品はプラスチックや塗料がアジア向けに伸び

129%増 となり、金属及び同製品はアジア向けで全て

の品目が大幅に増加するなどで198%増 となった。

また、繊維及び同製品もアジア向けの増加などから

26%増 となった。

円相与(左目盛)



図表E-2-23 品 目別輸出通関類 (近畿圏、前年比)
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図表E-2-24 地 域別輸入通関額 (近畿圏、
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資料 を大阪税関調べ。

(注)1 円 ベース。
2 シ ンガポールはASEAN、 アジアNIEs双方に合まれている。

像)輸 入は2年連続で増加

16年の近畿圏の輸入通関額 (円ベース)は 9兆3,089

億円、前年比113%増 で、 2年連続で増加した。増加

の背景として、わが国における生産の回復、国際商品

市況の上昇があげられる。

四半期ごとに前年同期比をみると、各期とも増加と

なり、とくに4～ 6月期以降は二けたの増加となった。

(前掲図表エー2-20)。
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なお、全国の輸入通関額は49兆1,721億円、前年比108

%増 で、近畿圏と同様に2年連続の増加となった。

(アジアからの輸入の増勢が拡大)

近畿圏の輸入先地域別の前年比をみると、アメリカ

は減少したものの、アジアとEUは 5年連続で増加し、

中東も2年連続して増加した。(図表Ⅱ-2-24)。

アジアは132%増 で、地域 ・国別にみると、アジア

NIEsは 134%増 と4年 ぶりに増加に転じ、中国は5



図表E-2-25 品 目別輸入通関額 (近畿圏、前年比)
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年連続の増加で、過去最高額を更新したほか、ASEAN

も75%増 と増勢を拡大させている。アジアからの主

力輸入品は、機械機器 (事務用機器等)と 繊維製品で

あり、それぞれ185%増 、28%増 となった。なお、

中国の増勢は続いており、電気機器、一般機械の伸び

が目立った。

アメリカは化学製品、機械機器が増加したものの、

BSE(牛 海綿状脳症)の 発生による牛肉の輸入停止か

ら肉類及び同調製品が大幅に減少するなどにより、42

%減 となった。

EUは 化学製品のうちの医薬品や機械機器の一般機

械の増加から60%の 増加となった。

中東は原油価格の上昇から134%増 加した。

(機械機器、鉱物性燃料などを中心に増加)

品目別に前年比をみると、食料品が増加に転じたに

か、繊維製品を除いて大幅な増加となった (図表エー

2 -25)。

資料品は、肉類及び同調製品やアルコール飲料は減

少したものの、魚介類及び同調製品、果実 ・野菜など

多くの品目で増加したため08%の 増加となった。肉

類及び同調製品については、アメリカ産牛肉は12月下

旬にBSE牛 が発見されたため、16年に入って輸入は停

止されたにか、鶏肉も鳥インフルエンザの流行により

減少したために、59%減 となった。

機械機器は157%増 で、その内訳をみると、輸送用

機器のうち自動車が197%減 と減少したものの、電気

機器が157%増 、事務用機器など一般機械が210%増 、

科学光学機器など精密機器類が13%増 となるなど、

ほとんどの品目で増加した。電気機器や一般機械では

日系企業によるアジアの生産拠点からの輸入が増加し

た。

繊維製品は衣類及び同付属品を中心に26%の 増加

となった。

鉱物性燃料は、原油及び粗油が114%増 と大幅に増

加したほか、全般に増加したため、147%増 となった。

原油及び粗油は、イラク戦争 (15年3～ 4月)後 の緊

迫した情勢や世界的な需給ひっ迫懸念から原油価格が

上昇したため、数量ベースでは40%減 と落ち込んだ

(前掲図表エー2-22)。

化学製品は医薬品や、有機化合物、プラスチック等

の増加から131%増 となった。

特に、鉱物性燃料や化学製品では、中国をはじめア

ジア地域での素材需給のひっ迫から、価格上昇の影響

が大きかった。

原料品は、製材や非鉄金属鉱をはじめ多くの品目で

増加し、125%の 増加となった。
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